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建設リサイクル法の運用に関するＱ＆Ａ
Ｈ１９．４．１

用語の意味1

1ー１ 「その他の工作物」は 具体的には何を指しますかＱ

Ａ 土木工作物，機械設置等建築物以外の工作物を指します。

1ー２ 修繕」とはどんなケ－スを言いますかＱ 「

Ａ 建築物の傷んだり不都合の生じてきた部分を、同じ材料を用い

て、元の状態に戻し建築当初の価値に回復させるための作業を指

します。

１-３ 「模様替」とはどんなケースを言いますかＱ

Ａ 建築物等の材料、仕様を替えて、建築当初の価値の低下を防ぐ

工事を指します。

２ 届出・通知の申請関係

２－１ どのような工事の場合、届出又は通知をしなければなりませＱ

んか

Ａ 特定建設資材（コンクリート、アスファルト、コンクリート及

び鉄からなる建設資材、木材）を用いた建築物や土木工作物等

を解体する工事又は特定建設資材を使用する新築工事や土木工事

であって、次の規模以上の工事の場合、届出又は通知をしなけれ

ばなりません。

（民間工事に関する工事は届出、公共工事に関する工事は通知です）

対象建設工事 規模基準

解体工事 延べ床面積 ８０㎡ 以上

建 築 物 新築・増築工事 延べ床面積 ５００㎡ 以上

修繕又は模様替工事 請負金額 １億円 以上

土木工作物等の解体 請負金額 ５００万円 以上その他の

及び新設工事工作物
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２－２ 届出又は通知はどこにすればよいのですかＱ

Ａ 工事の種類や工事を行う場所で提出先が次表のように異なりま

す。

工事を行う場所 届出又は通知の提出先

津市内 津市役所 都市計画部 建築指導課 059･229・3185

桑名市内 桑名市役所 都市整備部 建築指導課 0594･24･1218

建 松阪市内 松阪市役所 建設部 建築開発課 0598･53･4070

鈴鹿市内 鈴鹿市役所 都市計画部 建築指導課 059･382･7651

四日市市内 四日市市役所 都市整備部 建築開発課 059･354･8206

築 伊賀市内 伊賀市役所 建設部 都市計画課 0595･22･9832

（ ）４号建築物の場合

名張市内 名張市役所 都市環境部 建築開発室 0595･63･7698

（ ）物 ４号建築物の場合

上記以外の場所 県内８箇所の各建設事務所 建築開発室、

又は総務･管理･建築室建築開発課

そ 津市内 津市役所 建設部 建設管理課 059･229･3179

の 桑名市内 桑名市役所 建設部 土木課 0594･24･1212

他 松阪市内 松阪市役所 建設部 建築開発課 0598･53･4070

の 鈴鹿市内 鈴鹿市役所 土木部 土木総務課 059･382･9021

工 四日市市内 四日市市役所 都市整備部 建築開発課 059･354･8206

物 上記以外の場所 県内９箇所の各建設事務所 企画保全室 企画調整課

建築物に関する届出・通知 建築開※鈴鹿管内（鈴鹿市を除く）の は、四日市建設事務所

発室が窓口となります。

※志摩、尾鷲、熊野の建設事務所については、 が提出窓口となりま総務･管理･建築室

す。

２ー３ 建物の解体工事（１００ ）と建物の新築（１２０ ）とコＱ ㎡ ㎡

ンクリート擁壁を含む造成工事（８００万円）の工事を一業者

に請け負わせようとしています。

届出書は一つでよいのか又は個々の工事ごとに作成しなけれ

ばならないのか。又、届出書はどこへ提出するのですか。

Ａ 個々の工事ごとに作成して下さい。

但し、質問の件では、建物の新築は５００㎡未満のため対象建設

物ではないので届出の必要はありません （解体及び造成工事につ。
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いては、届出が必要です ）。

届出先は、当該工事を実施する場所を所管する県の地域機関へ提

出して下さい。建物の解体の届出は各建設事務所建築開発室等へ、

また、建物を保持するための造成工事は、各建設事務所建築開発室

等へ、その他の造成工事については各建設事務所企画保全室へ、な

お、特定行政庁の津市、四日市市、鈴鹿市、桑名市、松阪市及び限

定特定行政庁の伊賀市内で工事を行う場合は、それぞれの市の所管

部所へ提出してください。

但し、この質問の工事が伊賀市内で行われる場合、建物の解体

工事は伊賀市の建築住宅担当部所へ、また造成工事については伊賀

建設事務所企画保全室へ提出することになりますので御注意くだ

さい。

※なお、鈴鹿建設事務所については、建築開発室を置いていないの

で、鈴鹿管内（鈴鹿市を除く）の建築工事についての届出・通知は

四日市建設事務所建築開発室へ堤出してください。

２－４ 届出に必要な書類は何ですかＱ

Ａ １ 建築物の解体、新築・増築、修繕、模様替え

① 届出書

② 分別解体等の計画等（別表１～２のうち該当するもの）

③ 対象建設工事に係る建築物の設計図又は現状を示す明瞭な

写真

（設計図：配置図、各階平面図、２面以上の立面図）

（写真は、解体工事の場合のみ）

④ 工程表

（工程表については、届出書の書式の５にて工程の概要と

して記載するようになっているが、記載スペースが少な

いため 「別紙のとおり」と記載した場合は、工程表を添、

付する。)

⑤ 委任状（発注者以外の人が代理人として提出する場合）

２ その他の工事

① 届出書

② 分別解体等の計画等（別表３の書式）

③ 対象建設工事に係る工事の設計図又は現状を示す明瞭な写



- 4 -

真

（設計図：平面図、標準断面図）

（写真は、解体工事の場合のみ）

④ 工程表

（工程表については、届出書の書式の５にて工程の概要と

して記載するようになっているが、記載スペースが少な

いため 「別紙のとおり」と記載した場合は、工程表を添、

付します。)

⑤ 委任状（発注者以外の人が代理人として提出する場合）

２－５ 法第１０条の届出は誰が知事等に提出するのですかＱ

Ａ 原則として、発注者又は自主施工者ですが、代理者又は代行者

による提出もできます。なお、代理提出の場合は,委任状を提出す

る必要があります。

２－６ 法第１０条の届出は、郵送でも受理してもらえるのかＱ

Ａ 届出は届出書受理行政庁に出向き提出することを原則としてい

ますがやむを得ない事情により郵送、宅配便等により提出するこ

とは可能です。但し、届出書に不備がある場合は、受理できない

ことがあります。

２－７ 届出書の提出にあたり代理者と代行者は、どう違うのかＱ

「代理者」は届け出者（発注者又は自主施工者）の全権委任をＡ

受けたものを差し、届出書の訂正などができます （委任状の提。

出が必要）

「代行者」は届出者に代わって、単に届出書の提出を行う者の

ことで、届出書の訂正は行うことはできません。

２－８ 届出は、いつまでにするのかＱ

工事に着手する日の７日前までに届け出なければなりません。Ａ

「工事に着手する日」とは、契約工期の初日をさすのではなく、

現場で実際に解体工事等に着手する日をさします。
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２－９ ７日前には、休日は含みますかＱ

含みますＡ

年末年始や、ゴールデンウイーク等の長期連続休日の後に工事

に着手する場合は、年末及びゴールデンウイークの前に少し余裕

を持って提出して下さい。

２－１０ 届出書の受付は休日や昼休みも行っていますかＱ

Ａ 大変申し訳ございませんが、土、日、休日及びお昼の休憩時間

と勤務時間外は受け付けておりません。

従って、次の日及び時間帯での提出をお願いします。

・土、日、祝祭日及び年末年始の休日など閉庁日を除く日

・午前８時３０分～午前１２時

午後１時００分～午後５時１５分

２ー１１ 届出を提出する時、手数料はいりますかＱ

Ａ 手数料はいりません。

２－１２ 変更届出は、いつどんな時に提出するのですかＱ

Ａ 変更届出は、工事の規模や元請業者等に変更が生じる場合、工

事に着手する７日前までに届け出なければなりません。なお、既

に着工している場合には、計画に変更があった場合でも変更届け

の提出は不要です。

２－１３ 変更届出に必要な書類は何ですかＱ

Ａ 1 建築物の解体、新築・増築、修繕、模様替え

を入れ変更部位を示す）①変更届出書（左端の変更箇所欄にÖ

（左端の変更箇所欄②分別解体等の計画(要綱の様式６又は７)等

を入れ変更部位を示す）にÖ

③変更に係る部分の設計図並びに写真等（Ｑ２－４の回答を参

照）
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④工程表（Ｑ２－４の回答を参照）

⑤委任状 （Ｑ２－４の回答を参照）

２ その他の工事

を入れ変更部位を示す）①変更届出書（左端の変更箇所欄にÖ

Ö②分別解体等の計画（要綱の様式８）等（左端の変更箇所欄に

を入れ変更部位を示す）

③変更に係る部分の設計図並びに写真等（Ｑ２－４の回答を参

照）

④工程表 （Ｑ２－４の回答を参照）

⑤委任状 （Ｑ２－４の回答を参照）

２－ 届出を提出した後、工事着手の前に届出内容の変更命令があＱ １４

ったので、修正して再提出をしました。この場合いつから工事

に着手できますか。

Ａ 再提出した変更届出に不備がない場合、再提出した日から７日後

（提出した日は含まない）以降に,着手できます。

２－15 工事の計画段階では、特定建設資材が出ないものとして工事Ｑ

を実施したが、工事の最中に特定建設資材が出てきた場合は、

どうすればいいですか

Ａ 出た時点で届出書をすみやかに提出する必要があります。なお、こ

の場合、工事を一時中止する必要はありません。

３ 届出・通知の申請関係（特定建設資材に関して）

３－１ 特定建設資材（コンクリート、アスファルト、コンクリートＱ

及び鉄からなる建設資材、木材）を使用しない工事の場合は、

届出をする必要はありませんか

Ａ 届出する必要はありません。

３－２ 特定建設資材であるコンクリート２次製品などを据え付けるＱ

工事の場合、単に据え付けるだけの工事なので特定建設資材廃

。 。棄物が発生しません この場合届け出はしなくてもよいですか
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Ａ 届出は必要です。

土木工事、建築物の新築、増築・リフォームの場合、特定建設資

材廃棄物が発生するかどうかではなく、特定建設資材を用いた工

事が、一定規模以上であれば届出る必要があります。

３－３ 鉄道の枕木（コンクリート製）を布設するだけの工事やコンＱ

クリート２次製品の側溝を布設するだけの工事でも契約金額

５００万円以上であれば届出又は通知は必要ですか

Ａ 必要です。

３－４ 道路工事で買収地の立木の代採と盛土工事を５１０万円で契Ｑ

約しましたが届出又は通知は必要ですか

Ａ 不要です。

立木（代採木）は特定建設資材ではないので、対象建設工事に該

当しないため。

３－５ コンクリート製パイルや電柱などを発注者が材料支給し、そＱ

の打込み工事だけを請負わせた工事で５００万円以下の契約の

場合、届出は必要ですか

Ａ 不要です。

但し、契約金額が５００万円以上の場合は必要となります。

３－６ 特定建設資材の使用量について、届出の基準はあるのですかＱ

Ａ 対象建設工事の規模基準には、使用量に関する基準は示されて

いません。

従って、工事規模が基準（面積又は契約金額）以上の場合は,特定

建設資材の使用量が例え１キログラムであっても対象建設工事にな

ります。

３－７ 特定建設資材廃棄物の排出量について、届出の基準はあるのＱ
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ですか

Ａ 対象建設工事の規模基準には、特定建設資材廃棄物の排出量に

関する基準は示されていません。

従って、工事規模が基準（面積及び契約金額）以上の場合は、

特定建設資材廃棄物の排出量が例え１キログラムであっても対象

建設工事となります。

３－８ 特定建設資材を使用しない工事又は特定建設資材廃棄物の排Ｑ

出が想定されない工種のみから構成される工事の場合、届出又

は通知は必要ですか。

Ａ 不要です。

例えば土工だけの工事、浚渫だけの工事、除草だけの工事などは不

要です。

逆にコンクリート製の側溝のみを布設する工事、枕木のみを布設す

る工事、アスファルト舗装のオーバーレイだけの工事などで契約金額

（ ） 。消費税を含む が５００万円以上のものは届出又は通知が必要です

◎対象建設工事とならない工種の具体例

（１）共通的工種

、 、①植生工 植生工としての種子吹付工 厚層基材吹付工

張芝工その他これに類する工事を指します。

②植栽維持工 植栽維持工としての樹木・芝生管理工その他

これらに類する工事

③区画線工 道路の路面表示等

④既製杭工 既製杭打設（コンクリート杭等を除く鋼管杭

等）その他これに類する工事を指します。

⑤地盤改良工 路床安定処理工、置換工、表層安定処理工、

サンドマット工、バーチカルドレーン工（ペー

パードレーン、サンドドレイン等 、締固改良工）

（サンドコンパクション等 、固結工、敷砂・採石）

マット工、深層混合処理工、載荷その他これに類

する工事を指します。

、 、 、 、⑥土工 掘削工 盛土工 盛土補強工 整形仕上げ工

天端砂利敷工、路体盛土工、路床盛土工、法面
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整形工、表土保全工その他これに類する工事を

指す

⑦裏込工・裏 裏込工としての捨石の投入、裏埋工としての

埋工 土砂の投入その他これらに類する工事を指す。

法面工 法面工としての植生工、吹付工（コンクリー⑧

ト吹付工を除く 、かご工、補強土壁工その他こ）

れらに類する工事を指す。

⑨鋼矢板工 鋼矢板打設工、鋼管矢板打設工その他これに

類する工事

⑩付属物設置工 銘板工､境界工（境界杭、距離標等の設置に

係るもの,コンクリート杭を除く）その他これ

に類する工事

（２）河川工事

①堤防養生工 堤防養生工としての芝養生工、伐木除根工

その他これらに類する工事を指します。

②管理用道路工 管理用道路補修工としての天端補修工（コ

ンクリート舗装補修工、アスファルト舗装補

修工を除く）その他これに類する工事を指す。

③清掃工 清掃工としての塵芥処理工、水面清掃工その

他これら類する工事を指します。

④腹付工 腹付工及び腹付工としての覆土工、植生工そ

の他これらに類する工事を指します。

⑤側帯工 側帯工及び側帯工としての縁切工、植生工そ

の他これらに類する工事を指します。

⑥現場塗装工 現場塗装工としての橋梁塗装工など、付属物

塗装工その他これに類する工事を指します。

⑦水制工 水制工としての捨石工、かご工その他これに

類する工事を指します。

⑧護岸工 護岸工として空石積（張）工、蛇篭工その

他これに類する工事を指します。

⑨護床工 護床工として沈床工（そだ沈床等 、捨石）

、 。工 かご工その他これに類する工事を指します

⑩浚渫工 河川、湖沼、海域の浚渫工その他これに類

砂工）を指します。する工事（覆

突堤工としての捨石工、吸い出し防止工その⑪突堤工
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他これに類する工事を指す。

⑫海域堤防工 海域堤防工（離岸堤、人工リーフなど）としての

捨石工その他これに類する工事を指します。

⑬鋼製ダム工 鋼製ダム工としての鋼製ダム本体工その他これ

に類する工事を指します。

⑭フィルダム工 フィルダム工としての盛立工を指します。

ボーリング工、グラウチング工その他これら⑮基礎グラウチ

ング工 に類する工事を指します。

グランドアンカー工、ロックボルト工（受圧⑯アンカー工

） 。板がコンクリート製の場合を除く を指します

地下水排除工としての横ボーリング工を指し⑰地下水排除工

ます。

地すべり抑止のための杭工（コンクリート製⑱杭工

の杭を除く）を指します。

３）道路工事（

、 、①道路清掃工 道路清掃工としての路面清掃工 路肩清掃工

路肩整正工、排水施設清掃工、橋梁清掃工、道

路付属物清掃工、構造物清掃工、雑作業工その

他これらに類する工事を指します。

②植栽維持工 植栽維持工としての樹木・芝生管理工その他

これらに類する工事を指します。

③除草工 除草工としての道路除草その他これに類する

工事を指します。

④除雪工 除雪工としての一般除雪工、運搬除雪工、凍

結防止工、歩道除雪工、安全処理工その他これ

らに類する工事を指します。

⑤現場塗装工 現場塗装工としての橋梁現場塗装工、付属物

に類する工塗装工、張紙防止塗装工その他これら

事を指します。

（４）公園緑地工事

①植生基盤工 植生基盤工としての透水層工、土層改良工、土

性改良工、表土盛土工、人工地盤工、造形工その

他これらに類する工事を指します。

②樹木整枝工 高中木整枝工、低木整枝工、樹勢回復工その
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他これらに類する工事を指します。

③施設仕上げ工 塗装仕上げ工、加工仕上げ工、左官仕上げ

工、タイル仕上げ工、石仕上げ工その他これら

に類する工事を指します。

④自然育成植 湿地移設工、水生植物植栽工、林地育成工そ

栽工 の他これらに類する工事を指します。

（５）港湾工事及び港湾海岸工事

①航路・泊地工 航路・泊地工としての浚渫工その他これら

に類する工事。

②基礎工 基礎捨石工、捨石均し工その他これらに類す

る工事を指します。

③被覆工 被覆石工、被覆均し工その他これらに類する工

事を指します。

④付属工 防舷材工、縁金物工、防食工その他これらに類

する工事を指します。

⑤埋立工 埋立工としての土砂の投入その他これらに類す

る工事を指します。

⑥維持補修工 係船柱塗装工、車止・縁金物塗装工その他こ

れらに類する工事を指します。

（６）営繕工事

①建築工事 鉄骨工事、防水工事、石工事、タイル工事、

屋根及びとい工事、金属工事、建具工事（木製を

除く 、塗装工事、内装工事、植栽工事）

②電気設備工事 電力設備工事、受変電設備工事、静止形電

源設備工事、発電設備工事、通信情報設備工事、

中央監視制御設備工事

③機械設備工事 空気調和設備工事、自動制御設備工事、給

排水衛生設備工事、ガス設備工事、搬送設備工事

（７）電気通信設備工事 （特定建設資材を使用、又は特定建設

資材廃棄物を排出する場合を除きます ）。

（８）機械設備工事 （特定建設資材を使用、又は特定建設

資材廃棄物を排出する場合を除きます ）。
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４ 特定建設資材について

４－１ 特定建設資材の「コンクリート」とはどんなものを指しますＱ

か

（ 、 、Ａ 現場打ちコンクリート 無筋コンクリート 鉄筋コンクリート

ＰＣコンクリート、鉄筋鉄骨コンクリート等 、無筋コンクリート）

二次製品等を指します

。モルタル、セメントペースト、は特定建設資材に該当しません

４－２ 特定建設資材の「鉄及びコンクリートから成る建設資材」とＱ

はどんなものを指しますか

Ａ 有筋のコンクリート２次製品（鉄筋コンクリート２次製品、Ｐ

Ｃコンクリート２次製品、鉄骨鉄筋コンクリート２次製品）を指

します。

４－３ 特定建設資材の「アスファルト・コンクリート」とはどんＱ

なものを指しますか。

Ａ アスファルト混合物を指します。

但し、防水工事等に用いられるブローンアスファルト、ストレー

トアスファルトは特定建設資材には該当しません。

４－４ 特定建設資材の「木材」とはどんなものを指しますかＱ

Ａ 木材製品を指します。

植樹工に用いる樹木や植生工に用いる種子、草木類は特定建設資

材に該当しません

また、植栽維持工や除草工により発生する伐採材、剪定枝、刈

草等及び工事に伴う伐採材・伐木材・除根材は、特定建設資材廃

棄物に該当しません。
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４－５ 特定建設資材の具体的事例を示して下さいＱ

また、逆に該当しないものも示してください。

資材名 規格 判定 特定建設資材Ａ

ＣO及び鉄から成るＰＣ版 JIS A 5372 〇

ＣOコンクリートブロック JIS A 5406 〇

ＣOコンクリート平板 〇

Ｕ字溝等２次製品

ＣOコンクリート製インター 〇

ロッキングブロック

ＣO間知ブロック 〇

ＣOテラゾブロック JIS A 5411 〇

ＣO軽量コンクリート 〇

セメント瓦 JIS A 5401 ×

モルタル ×

ＡＬＣ版 JIS A 5416 ×

窯業系サイディング JIS A 5422 ×

（押し出し形成版）

普通レンガ JIS A 1250 ×

繊維強化セメント版 JIS A 5430 ×

スレート）

粘土瓦 JIS A 5208 ×

タイル ×

ＣO改質アスファルト舗装 〇 ＡＳ・

×アスファルト・ルーフィング

木材 〇 木材

合板 JAS 〇 木材

パーティクルボード JIS A 5908 〇 木材

集成材（構造用集成材） JAS 〇 木材

JIS A 5905 〇 木材繊維板（ ）インシュレーションボード

〃 （ＭＤＦ） JIS A 5905 〇 木材

〃 （ハードボード） JIS A 5905 〇 木材

JIS A 5404 ×木質系セメント板（木毛・木片）

竹 〇 木材

樹脂混入木質材 ×

（ハウスメーカー製品）

：ｺﾝｸﾘｰﾄ〇：特定建設資材 ×：特定建設資材でないもの CO
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：ｱｽﾌｧﾙﾄAS

５ 建設発生木材関係

５－１ 建設発生木材を「縮減」することが認められる場合とはＱ

Ａ 特定建設資材のうち建設発生木材は、次のいずれかの場合には再資

源化に代えて縮減(＝焼却）することができます。

① 対象建設工事の現場から５０㎞以内（直線距離）に再資源化施設

が存在しない場合（５０㎞以内に再資源化施設がない場所は、県内

にはありません ）。

② ５０㎞圏内に再資源化するための施設があっても、次の理由によ

り受け入れられない場合

・ 季節的な需給関係又は一時的な処理能力の問題により受け入れ

ない場合

・ 受け入れを剪定枝葉、生木、根株等に限定しており、解体廃木材

を受け入れない場合

・ 特定の者と固定的な取引に特化しており、その他の解体廃木材

を受け入れない場合

③ 地理的条件等の制約として、対象建設工事の現場から建設発生木

材の再資源化をするための施設までの間、その運搬に供する道路が

整備されておらず、その縮減のための運搬費用が再資源化のための

運搬費用より低い場合。

索道や船舶による運搬が必要（運搬費 Ａ円）

↓æ

再資源化施設工事現場 × →

道路が無い、道路があっても運搬車両が通行できない

搬費 Ｂ円）（運

Ｂ円＜Ａ円の場合は縮減が認められる。

↓

縮減（焼却）施設
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㎞以内に存在していＱ５－２ 廃木材の再資源化施設が工事現場から５０

ますが、処理能力や特定の搬入者しか受け入れないなどの理由で受

け入れてもらえない場合、法第１６条の「その他の事情」に該当するも

のとして、縮減（中間処理場での焼却）してもよいか

Ａ 縮減に該当します。

Ｑ５－３ 廃木材の焼却施設が工事現場から５０㎞以内に存在しないた

め縮減もできない状態です

① この場合、最終処分場へ搬入してよいですか

② 又、①がＯＫの場合、どうせ最終処分場に搬入するのであ

れば分別解体しなくてもよいですか。

Ａ ①の場合、縮減については、距離に係わらず、実施をしなければ

なりません。例え５０㎞を超えて、県外の焼却施設しかない場合で

あっても、そこに搬入してください。

、 、②については 最終処分場への搬入が認められていないことから

分別解体義務は免れません。

Ｑ５－４ 縮減の完了時点はいつですか

Ａ 「縮減の完了した時点」とは、建設発生木材の焼却が適正に完了

した時点です。

６ 再資源化関係

Ｑ６－１ 再資源化施設はどこにありますか

Ａ 再資源化施設とは、産業廃棄物中間処理施設のうち、再資源化

をしている施設を指します。

県内の産業廃棄物中間処理処理業者に対して行ったアンケート

で「再資源化をしている」と回答し、且つ「公表に同意した」中
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間処理業者の情報を三重県のホームページ(http://www.pref.mie.

jp/)に掲載しています。

①再資源化施設一覧表のホームページの開き方

「三重県のホームページ」 「三重の環境と森林 （http://→ 」

www.eco.pref.mie.jp/)→「いろいろな名簿」→「建設リサイ

クル法における再資源化等施設」→「がれき許可業者、木くず

許可業者」の順に開いてください。

②県内の産業廃棄物処理業者名簿について

以下で、閲覧できます。

農林水産商工環境事務所、農林商工環境事務所、又は・各

(県内８箇所の地域機関)農政環境事務所 環境室環境課

・県栄町庁舎情報公開窓口（津市栄町１丁目９５４番地）

・県庁環境森林部廃棄物対策室（県庁内８階）

また、三重県のホームページにも掲載しています。

三重の環境と森林 http://www.eco.pref.mie.jp/)→ い「 」（ 「

ろいろな名簿」

Ｑ６－２ 再資源化の完了時点はいつですか

Ａ 「再資源化が完了した時点」とは再資源化するための施設に

持ちこんだ時点ではなく、再資源化の行為が完了した時点、即

ちリサイクル製品が製造された時点です。

Ｑ６－３ 自主施工者に対して、再資源化義務は適用されますか

Ａ 適用されません。

自主施工者には分別解体義務はありますが、再資源化の義務

はありません。

これは、自ら工事を行うことにより発生した廃棄物は家庭ゴミ

と同じ一般廃棄物の適用を受けるため、建設リサイクル法の

対象外となるからです。

Ｑ６－４ 離島での工事の場合、届出は必要ですか

Ａ 必要です。

Ｑ６－５ 離島には再資源化施設がありませんが、本土まで船舶で運
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搬し再資源化しなければなりませんか

Ａ 法第１６条の「その他地理的条件、交通事情その他の事情

により再資源化することには相当程度に経済性の面で制約があ

るものとして主務省令で定める場合」の事由に該当し、再資

源化の義務はありません。

また、同時に法９条の分別解体義務も適用外となります。

但し、届出は必要です。

なお、廃棄物は廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づ

き適正に処分されなければならないことはもちろんです。

７ 技術管理者について

Ｑ７－１ 技術管理者は、工事現場に常駐していなければいけません

か。

建設リサイクル法では、技術管理者の職務として 「解体工Ａ 、

事を施工するときは、技術管理者に当該、解体工事に従事する

他の者の監督をさせなければならない」と規定していますが、

技術管理者の「常駐」については何も触れていません。しかし

ながら技術管理者に分別解体の施工方法の指導・監督、機械操

作等に関する指導監督、関係法令に従った安全管理や再資源

化の実施等に関する指導・監督を解体工事において、実地で監

督させることが義務付けられいることを勘案すると、少なくと

も解体工事施工中は現場にいなければならないと思われます。

８ 公共工事の場合の事業概要説明

Ｑ８－１ 公共事業の場合元請け業者から発注者への事業説明（法第

１２条）はいつ、誰に何をしたらよいか

Ａ 少なくとも以下の事項について書面にて説明します。

・解体工事である場合においては、解体する建築物等の構
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造

・新築工事等である場合においては、使用する特定建設資

材の種類

・工事着手の時期及び工程の概要

・分別解体等の計画

・解体工事である場合においては、解体する建築物等に用

いられた建設資材の量の見込み

建設リサイクル法省令で定めた様式１号の別表１（建築物に係

解体工事 、別表２(建築物に係る新築工事等（新築・増築、修繕）

、模様換 、別表３（建築物以外のものに係る解体工事又は新築））

工事等（土木工事）のうち、当該工事に該当する別表及び工程表

を工事を請負おうとする者が作成し、契約締結前に契約担当者又

は工事担当グループリーダー等に説明することとします。

９ 通知等の提出に関して

Ｑ９－１ 法第１１条も工事着手の７日前に提出するのですか

通知は、工事の着手前に提出すればよく、７日前までにＡ

提出する必要はありません。

Ｑ９－２ 法第１１条の通知の提出先はどこですか

、 。Ａ 通知書の提出先は 当該工事の施行場所により異なります

当該工事の施行場所 計画の通知先

桑名市、四日市市、鈴鹿市、 左記市長

津市、松阪市

伊賀市 知事

（但し、建築基準法６条４項の建築物は伊賀市長）

名張市 知事

（但し、建築基準法６条４項の建築物は名張市長）

上記以外の市町 知事


